入管通達から学ぶ入管法、入管実務
―入管通達を申請にどう活用するか―

　　　　　　　　　　　　　平成１９年１１月２２日（木）【品川支部研修会】

行政書士　林　　　幹

kan@officekan.com

１．はじめに

入管通達の重要性　「法による行政」⇔「通達による行政」
「入管通達」の種類 

法務省入国管理局長　通達　通知

法務省入国管理局入国在留課長　通知

法務省入国管理局入国在留補佐官　事務連絡

法務省入国管理局入国在留課法務専門官　事務連絡

　法務省入国管理局登録課長　通知

法務省入国管理局登録管理官　通知　
法務省入国管理局登録課　事務連絡

法務省入国管理局登録課　事務連絡（通知）等
　
入国在留審査要領（局長通達）、上陸審判規程（大臣訓令）、上陸審判要領（局長通達）

違反審判規程（大臣訓令）、違反審判要領（局長通達）、仮放免取扱要領（局長通達）外国人登録事務取扱要領（局長通知）等

　【もう一歩先へ（考察１）】通達の性質
２．基本事項に係る通達
· 法令趣旨からの要件判断
· 覊束行為と裁量行為


　【もう一歩先へ（考察２）】行政庁の判断対象の分析
· 不交付・不許可時の理由告知（理由、根拠事実）

· 「本邦の公私の機関」の意義＝外国法人の支店、支社等？
· 「大学」の意義＝高等教育機関（専門学校の専門課程×）
· 「専門士」と在留資格変更許可

　【もう一歩先へ（考察３）】在留資格変更許可
· 「短期滞在」と就労活動、更新
３．「技術」「人国」「企転」に係る入管通達
· 理系大学出身者の営業職⇒「人文知識・国際業務」？
· 文系大学出身者のＩＴ関連技術者⇒「技術」？
· 「人文知識」と「国際業務」との優劣関係
· 「企転」における「親会社」「子会社」「関連会社」
· 転勤と「技術」「人国」の可否

①本店・支店間
②本店・駐在員事務所間

③親会社・子会社間（関連会社間を含む）


　【もう一歩先へ（考察４）】「企転」の在留資格該当性
４．「投資・経営」に係る入管通達
· 「５００万円ガイドラン」の趣旨・内容
· 該当性要素の投資と適合性要素の投資
· 個人事業と「相当額の投資」（該当性要素）
· 国外居住者の該当性
· 自宅兼事務所と適合性

６．終わりに
行政手続｢専門家｣の必要性と行政書士制度の発展

事実・現象に対する精確な意味づけ

参考文献）

・藤田宙靖著「第４版行政法Ⅰ（総論）」
・新井隆一編「行政法初版」
・坂中英徳・齋藤利男著「出入国管理及び難民認定法逐条解説改訂第３版」

�  「訓令」：上級行政機関が下級行政機関の権限の行使について、これを指揮するために発する命令（上司が部下の職員に対して発する「職務命令」も訓令と呼ばれることがある）


「通達」：上級行政機関が下級行政機関および職員に対して、一定の事実、法令の解釈、執行の基準などを示達するもの


機能）行政の意思の一体性と統一的行政の運営


法令の解釈適用の過誤の防止、その適用の統一性、公平性などの確保


行政運営の統一性（裁量権の公平・妥当な行使）の確保


「告示」：行政機関がその決定した事項を公式に不特定多数の者に知らせる（公示する）必要がある場合に発するもの（法的拘束力をもつものではないものもあり、実質上法令の内容を補充する『法規たる性質』をもつものもある）





� 【裁量行為と覊束行為】


裁量行為：法律が与えた裁量権に基づき行政庁の政策的・行政的判断によって行われる行為


法規（覊束）裁量：法律が予定する「客観的な基準」が存在する場合


便宜（目的）裁量：純粋に行政機関の判断に委ねられている場合


⇒裁量権の逸脱・濫用が問題（「平等原則」「比例原則」等による覊束）


覊束行為：法律が行政庁に政策的・行政的判断の余地を与えず、厳格な法律による拘束の下行われる行為


裁量行為と覊束行為の相対化


「行政庁の専門的・技術的判断」をどこまで尊重すべきか





�　【不許可・不交付に係る一連の通達】


平成１７年４月１１日課長通知


平成１７年８月１１日局長通達


平成１７年１１月１７日課長通


平成１８年５月８日事務連絡








� 【もう一歩先へ（考察１）】通達の性質





通達の性質）


行政の内部関係⇒拘束力（行政機関、職員の行動基準⇒違反は職務命令違反）


行政の外部関係⇒「私人」の法的利益に対する直接の影響なし（ＢＵＴ　間接的影響）





行政規則で定められた裁量規準に違反する行為⇒平等原則違反？





「法律が行政庁に行政行為を行うにつき自由裁量権を与えるということは、他面、行政庁に、個々的なケースにおいてまさにそのケースの事情に適合した判断を行う義務を負わせる、ということを意味するものでもある」（藤田宙靖「第４版行政法Ⅰ（総論）」２９０頁）





行政規則で定められた裁量基準に違反する行為⇒平等原則違反の推定のみ





参照）マクリーン事件判決（最判昭和５３年１０月４日）傍論


「行政庁がその裁量に任された事項について裁量権行使の準則を定めることがあっても、このような準則は、本来、行政庁の処分の妥当性を確保するためのものなのであるから、処分が右準則に違背して行われたとしても、原則として当不当の問題を生ずるにとどまり、当然に違法となるものではない」








� 【もう一歩先へ（考察２）】行政庁の判断対象の分析





①「要件」レヴェル


一定の事実そのものが存在するか否か（事実の存否）


処分のための要件を定めている法律の規定は、どのような意味を有するのか（法律の解釈）


当該の事実は、この法律が定めている事実に当たるか（事実の、法律への当てはめ）


②「判断の手続・過程」レヴェル


いかなる手続きを（手続の内容）、


踏んだか踏まなかったか（手続の実行の有無）


いかなる事項を（考慮事項の内容）、


考慮したかしなかったか（考慮の有無）


③「効果」レヴェル


いかなる処分を(処分の内容)、


いつ（処分の時機）、


１０） 行うか行わないか（行為の実行の有無）





� 【もう一歩先へ（考察３）】在留資格変更許可





１）申請時期：


「在留資格を有する外国人が在留目的を変更して新たに他の在留資格に該当する活動を行おうとする場合」（逐条４１７頁）





２）申請権の保障：


「在留資格を有する外国人は・・・在留資格の変更を受けることができる」


⇒「在留資格の変更の手続が保障されていることを明らかにしたもの」（逐条４１９頁）





３）変更許可の要件：「相当の理由」


在留資格該当性


（上陸許可基準適合性）⇒狭義の相当性判断で考慮すべき（私見）


「上陸許可基準に適合することが要件とされる在留資格に係る活動を行おうとする者についてはその活動と同基準との適合性が求められる」（逐条４２１頁）


「在留資格の変更や在留期間の更新等については、直接的には基準省令の規定」「の適用はないので、」「基準省令」「の規定を満たすことを画一的に求めて処分を行うことは、入管法第２０条又は同第２１条に規定する『適当と認めるに足りる相当の理由』を十分に判断したものとは言えない」（要領第１編第１章第１節第３－８（４））


狭義の相当性（必要性・許容性）


「申請人の在留状況、在留資格の変更の必要性・相当性等を総合的に勘案」（逐条４２１頁）


「法務大臣は、申請人の新たな在留目的の活動について在留資格該当性が認められる場合であっても、その者のこれまでの在留状況や行状等に問題があって変更を適当と認めるに足りる相当の理由がないと判断するときは、在留資格の変更を許可しないことができる。」（逐条４２１頁）





�　【もう一歩先へ（考察４）】「企転」の在留資格該当性





法別表第一の二


①「本邦に本店、支店その他の事業所のある公私の機関の外国にある事業所の職員が」


②「本邦にある事業所に期間を定めて転勤して当該事業所において行う」


③「この表の技術の項又は人文知識・国際業務の項の下欄に掲げる活動」





人文知識・国際業務の項の下欄に掲げる活動⇒





「本邦の公私の機関との契約に基づいて行う法律学、経済学、社会学その他の人文科学の分野に属する知識を必要とする業務又は外国の文化に基盤を有する思考若しくは感受性を必要とする業務に従事する活動」





平成１６年２月１７日事務連絡


（在留資格「投資・経営」及び「企業内転勤」の留意点について）


「『企業内転勤』の在留資格に該当する場合、例えば転勤期間を限定しない限り『人文知識・国際業務』又は『技術』の在留資格への該当性があることとなる。」





疑問）「企転」も「人国」同様「本邦の公私の機関との契約」が必要！？





※「企転」のメリット：経歴要件（職歴、学歴）を充足する必要なし（「転勤」を要件に「人国」の要件を緩和したものともいえる）





本邦の公私の機関とは？　内国法人に加えて外国法人も「本邦の公私に機関」なのか？





平成１６年２月１７日事務連絡


「外国法人の支店、支社等については外国法人となるが、このときの外国法人は外国の公私の機関であると同時に本邦の公私の機関でもある。」





⇒日本に支店、支社等を有する場合には、外国法人も「本邦の公私の機関」になる。





疑問）「企転」では、別法人間の転勤（「国外親会社」⇒「国内子会社」、「国外関連会社」⇒「国内関連会社」等）も可能とされているが、当該外国人の契約関係にある「国外親会社」や「国外関連会社」も「本邦の公私の機関」に該当するのか？





平成１６年２月１７日事務連絡


「『企業内転勤』の在留資格における『公私の機関』には、親会社、子会社、関連会社の関係にある会社も同一の公私の機関の一部とされているところ、『技術』及び『人文知識・国際業務』の在留資格における『公私の機関』についても、『企業内転勤』の在留資格における『公私の機関』と同様に取り扱うことが可能である。」
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